
第８２号議案 

 

令和７年度蒲郡市モーターボート競走事業会計決算の認定について 

 

令和７年度蒲郡市モーターボート競走事業会計決算を、地方公営企業法 

（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により認定に付する。 

 

令和８年９月２日提出 

 

蒲郡市長  鈴 木 寿 明 
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(1)　収益的収入及び支出

収　　　入

支　　　出

区　　　　　　分

第1款

第1項 営 業 収 益

競 艇 事 業 収 益

流用増減額

0

0

0

第3項 0

0

30,000

第1項 0

0

0176,326,456,000

0

予備費

支出額

予 備 費

特 別 損 失

営 業 費 用

00

0第4項

補 正 予 算 額

0

第2項 営 業 外 費 用

第2項

特 別 利 益

地 方 公 営 企 業 法
第 24 条 第 3 項 の
規 定 に よ る 支 出 額 に
係 る 財 源 充 当 額

0 0

予　　　　　　　　　　　　算

当　初　予　算　額

0

0

令 和 ７ 年 度 蒲 郡 市 モ ー タ ー　

189,785,700,000

189,544,526,000

0第3項 30,000

予　　　　　　　　　　　　算

地 方 公 営 企
業 法 第 24
条 第 3 項 の
規 定 に よ る
支 出 額

当 初 予 算 額

営 業 外 収 益 241,144,000 0

0

4,602,514,000

20,000,000

0

0

0

0 0

0

競 艇 事 業 費 用 180,949,000,000

補正予算額

0

区　　　　　　分

第1款 0
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※仮受消費税等は仮受消費税及び地方消費税

※仮払消費税等は仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税等
　0円)

30,000

172,408,024,864

171,947,256,516

161,842,422,474

地方公営
企業法第
26 条 第
2項の規
定による
繰 越 額

19,105,857,526

地方公営企
業 法 第 26
条第2項の
規定による
繰 越 額

30,000

備　　　　　　　　　考
予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

（消費税及び地方消費税込　単位：円）

　　額

180,949,000,000

　ボ ー ト 競 走 事 業 決 算 報 告 書

小　　　計

△ 17,377,675,136

備　　　　考

　　　　　　　額

189,544,526,000

（消費税及び地方消費税込　単位：円）

決　　算　　額

合　　　　　　　計

△ 17,597,269,484 （うち仮受消費税等 8,939,548円）

189,785,700,000

241,144,000

20,000,000 0 0

30,000 0

20,000,000

720,000

0030,000

020,000,000

（うち仮払消費税等
　1,513,333,229円)

263,377,332

0

460,768,348

180,949,000,000

04,602,514,000 4,339,136,668 04,602,514,000

176,326,456,000 176,326,456,0000 157,503,285,806 18,822,450,194

219,624,348 （うち仮受消費税等 2,500,082円）

0

合　　　計

△ 30,000

720,000

決　算　額 不 用 額
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(2)　資本的収入及び支出

収　　　入

支　　　出

3,821,600,000

当初予算額 補正予算額

0

流用増減額

地 方 公 営 企
業 法 第 26
条の規定によ
る 繰 越 額

0

2,868,887,000

3,821,600,000

投 資

2,868,887,000

0

0

0

366,930,000

366,930,000

0

0 654,179,000

第1款 資 本 的 支 出

第1項

予 備 費

0

0

654,179,000

第2項 企業債償還金

建 設 改 良 費

区　　　　　　分

　　　予　　　　　　　　　　　　算

0

小　　　計

　　　予　　　　　　　　　　　　算

地 方 公 営 企 業 法
第 26 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額 に
係 る 財 源 充 当 額

288,534,000

区　　　　　　分

第1款 資 本 的 収 入 0 0

第1項 企 業 債

10,000,000 0 0 0

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　計

0

288,534,000

0

で補てんした。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額4,050,851,973円は、減債積立金288,533,583円、建設改良積立金

2,826,159,130円、過年度分損益勘定留保資金653,607,200円及び当年度分消費税資本的収支調整額282,552,060円

10,000,000

第3項

第4項

0 0 0 0
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（消費税及び地方消費税込　単位：円）

（消費税及び地方消費税込　単位：円）

654,179,000

継続費

逓　次

繰越額

翌　年　度　繰　越　額

0

0

3,108,711,190

288,533,583

決　算　額

備　　　　考不　用　額

0

地方公営
企業法第
26 条 の
規定によ
る繰越額

0

備　　　　考

137,678,027

合  計

127,105,810

0

3,235,817,000 0

0

0

0

571,800

10,000,000

4170

0

0

0 0

0

0653,607,200

010,000,000

0

0

4,050,851,973

288,534,000

4,188,530,000

0

0

00 0

　　　額

決　算　額
継 続 費

逓　　次

繰 越 額

合　　計

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

継 続 費 逓 次

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

　　　　　額

合　　　　計

※仮払消費税等は仮払消費税及び地方消費税

0

（うち仮払消費税等
　282,552,060円）

0 0 00
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（単位：円）

１

168,970,519,000

109,205,715

1,215,421,944

291,965,415

1,050,963,523

49,461,888

73,883,201

176,896,282 171,938,316,968

２

456,854,341

126,293,155,399

1,461,236,830

408,945,674

1,592,310,320

537,159,381

712,494,026

22,133,400,817

424,998,095

1,028,055,150

899,083,724

42,258,820 155,989,952,577

15,948,364,391

令和７年度蒲郡市モーターボート競走事業損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

減 価 償 却 費

⑽

営 業 利 益

⑾

場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 費⑼

営 業 収 益

⑴

⑵

⑵

⑶

⑻

開 催 収 益

⑶

⑷

営 業 費 用

⑸

⑷

⑴

⑺

⑿

⑺

ボートレースチケットショップ
高浜場間場外発売事務受託収益

そ の 他 営 業 収 益

開 催 事 務 受 託 収 益

場間場外発売事務受託収益

施 設 管 理 費

ボ ー ト ピ ア 川 崎
場間場外発売事務受託収益

ボ ー ト ピ ア 名 古 屋
場間場外発売事務受託収益

資 産 減 耗 費

ボートレースチケットショップ
高 浜 発 売 事 業 費

総 係 費

ボートピア川崎発売事業費

場 間 場 外 発 売 委 託 事 業 費

⑹ ミ ニ ボ ー ト ピ ア 栄
場間場外発売事務受託収益

⑹ ミニボートピア栄発売事業費

ボートピア名古屋発売事業費

競 走 実 施 費

販 売 促 進 費

⑸

⑻
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３

11,721,161

349,469,706

29,913,551

67,163,848 458,268,266

４

465,568

4,332,300,000

1,790,816,759 6,123,582,327 △ 5,665,314,061

10,283,050,330

10,283,050,330

2,179,943,959

3,114,692,713

15,577,687,002

営 業 外 費 用

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

⑵

営 業 外 収 益

その他未処分利益剰余金変動額

⑴

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

⑶ 雑 支 出

⑵

⑶

繰 出 金

⑷ 雑 収 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

使 用 料

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

⑴

経 常 利 益
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令和７年度蒲郡市モーター

（令和７年４月１日から

剰

受 贈 財 産 資 本 剰 余 金

評 価 額 合 計

28,130,411,131 0 0 0

1,506,448,641 0 0 0

1,506,448,641 0 0 0

減債積立金
の  積  立

0 0 0 0

利益積立金
の　積　立

0 0 0 0

建設改良積
立金の積立

0 0 0 0

その他積立
金 の 積立

0 0 0 0

一般会計の
繰　出　し

0 0 0 0

資本金への
組　入　れ

1,506,448,641 0 0 0

0 0 0 0

29,636,859,772 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

29,636,859,772 0 0 0

処 分 後 残 高

積立金の取崩し

議 会 の 議 決
による処分額

前 年 度 処 分 額

当 年 度 変 動 額

法 令 に よ る
処    分    額

当 年 度 末 残 高

資 本 金

補 助 金

資　　本　　剰　　余　　金

当年度純利益

前 年 度 末 残 高
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ボート競走事業剰余金計算書

令和８年３月３１日まで）
（単位：円）

余 　 金

減 債 建 設 改 良 そ の 他 未 処 分 利 益 利 益 剰 余 金

積 立 金 積 立 金 積 立 金 剰 余 金 合   　　　 計

538,198,151 17,414,090,845 12,000,000,000 15,434,092,600 45,386,381,596 73,516,792,727

0 5,747,700,000 0 △ 13,254,148,641 △ 7,506,448,641 △ 6,000,000,000

0 5,747,700,000 0 △ 13,254,148,641 △ 7,506,448,641 △ 6,000,000,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 5,747,700,000 0 △ 5,747,700,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 △ 6,000,000,000 △ 6,000,000,000 △ 6,000,000,000

0 0 0 △ 1,506,448,641 △ 1,506,448,641 0

0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

538,198,151 23,161,790,845 12,000,000,000 2,179,943,959 37,879,932,955 67,516,792,727

△ 288,533,583 △ 2,826,159,130 0 13,397,743,043 10,283,050,330 10,283,050,330

△ 288,533,583 △ 2,826,159,130 0 3,114,692,713 0 0

0 0 0 10,283,050,330 10,283,050,330 10,283,050,330

（当年度未処分利益剰余金）

249,664,568 20,335,631,715 12,000,000,000 15,577,687,002 48,162,983,285 77,799,843,057

資   本   合   計

利　　  　益　  　　剰  　　　余　  　　金
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（単位：円）

資　本　金 資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金

29,636,859,772 0 15,577,687,002

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額 3,114,692,713 0 △ 13,739,992,713 

減 債 積 立 金 へ の 積 立 0 0 0

利 益 積 立 金 へ の 積 立 0 0 0

建 設 改 良 積 立 金 へ の 積 立 0 0 △ 3,125,300,000 

そ の 他 積 立 金 へ の 積 立 0 0 △ 1,000,000,000 

一 般 会 計 へ の 繰 出 し 0 0 △ 6,500,000,000 

資 本 金 へ の 組 入 れ 3,114,692,713 0 △ 3,114,692,713 

（繰越利益剰余金）

32,751,552,485 0 1,837,694,289

令和７年度蒲郡市モーターボート競走事業剰余金処分計算書

当  年  度  末  残  高

処   分   後   残   高
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（単位：円）

１

5,402,387,629

9,269,597,288

△ 2,893,714,620 6,375,882,668

5,673,419,963

△ 2,371,425,087 3,301,994,876

3,853,887,722

△ 1,162,391,879 2,691,495,843

1,834,318,208

△ 1,026,717,078 807,601,130

10,784,571

△ 5,155,804 5,628,767

15,976,924

△ 8,489,165 7,487,759

2,112,555,354

△ 1,270,314,506 842,240,848

8,500,000

19,443,219,520

減 価 償 却 累 計 額

ヘ

ト

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

ハ

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物ニ

有 形 固 定 資 産 合 計

チ

リ

ロ

イ

車 両 及 び 運 搬 具

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

建 物 附 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

令和７年度蒲郡市モーターボート競走事業貸借対照表

（令和８年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部

ホ

船 舶

機 械 及 び 装 置

⑴
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3,179,880

3,179,880

1,498,545,150

6,643,900,000

2,916,030,000

2,916,030,000

39,780

11,058,514,930

30,504,914,330

２

53,606,144,201

4,077,930,463

6,164

57,684,080,828

88,188,995,158

３

103,477,058

103,477,058

103,477,058

⑴

退 職 給 付 引 当 金イ

イ

⑵

引 当 金

固 定 負 債

そ の 他 の 投 資

基 金 合 計

モーターボート競走
事業財政調整基金

資 産 合 計

ハ

投 資 有 価 証 券

基 金

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

イ

固 定 資 産 合 計

(ｲ)

ニ

投資その他の資産⑶

ソ フ ト ウ ェ ア

ロ 出 資 金

流 動 資 産

現 金 預 金

投資その他の資産合計

⑶ 前 払 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

流 動 資 産 合 計

未 収 金

⑴

⑵
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４

249,664,568

249,664,568

9,344,719,456

39,966,123

39,966,123

270,330,420

9,904,680,567

５

660,072,556

△ 279,078,080

380,994,476

10,389,152,101

６ 29,636,859,772

７

249,664,568

20,335,631,715

12,000,000,000

15,577,687,002

48,162,983,285

48,162,983,285

77,799,843,057

88,188,995,158

賞 与 等 引 当 金

⑶

企 業 債 合 計

引 当 金

イ

利 益 剰 余 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金

繰 延 収 益

ロ 建 設 改 良 積 立 金

イ

ハ そ の 他 積 立 金

⑵

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

⑴ 企 業 債

流 動 負 債

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金⑴

ニ

減 債 積 立 金

⑴ 長 期 前 受 金

⑵ 収 益 化 累 計 額

イ

未 払 金

資 本 金

引 当 金 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

⑷ そ の 他 流 動 負 債
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

1 資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的有価証券　償却原価法（定額法）

イ 出資金　原価法

2 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。）

ア 減価償却の方法

建物 定額法

建物附属設備 定額法

構築物 定額法

機械及び装置 定額法

車両及び運搬具 定額法

船舶 定額法

工具器具及び備品 定額法

イ 主な耐用年数

建物 １５～３８年

建物附属設備 ６～１８年

構築物 ７～４０年

機械及び装置 ９～１８年

車両及び運搬具 ３～６年

船舶 ４～５年

工具器具及び備品 ４～１５年

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く。）

ア 減価償却の方法

ソフトウェア 定額法

イ 主な耐用年数

ソフトウェア ５年

3 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

⑵ 賞与等引当金

　職員及び臨時従事員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の
要支給額に相当する金額のうち、「退職手当の負担に関する取り決め」に基づき、一般会
計が負担する部分を除く額を計上している。

　職員及び臨時従事員の期末・勤勉手当の支給及び当該支給に係る法定福利費の支出に備
えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計
上している。

　ただし、取得価額と債券金額との差額について、重要性が乏しいと認められる場合、
取得原価により計上している。
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4 その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

⑴ 消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ キャッシュ・フロー計算書等関連

1 重要な非資金取引

⑴ 受贈による資産取得

工具器具及び備品 3,200,000 円

Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 報告セグメントの概要

モータ－ボート競走事業会計は、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

Ⅳ その他の注記

1 引当金の取り崩し

⑴ 退職給付引当金の目的使用による取り崩し

⑵ 賞与等引当金の目的使用による取り崩し

　当事業年度において、退職手当として12,715,900円を支給するため、退職給付引当金12,715,900
円を使用した。

　当事業年度において、期末手当及び勤勉手当を支給し、これらに係る法定福利費を
支出するため、賞与等引当金40,622,788円を使用した。

111


